
（１）運営費交付金債務の増減の明細
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１８年度交付分 （単位：円）

金額

6,945,728

-

-

6,945,728

20,217,268

-

-

20,217,268

-

-

-

-

27,162,996

②平成１９年度交付分 （単位：円）

金額

888,253,618

111,538,223

-

999,791,841

3,151,990,808

1,921,175

-

3,153,911,983

-

-

-

-

4,153,703,824

小計
資産見返運
営費交付金

平成１８年度

期末残高

平成１９年度

計

区分

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益

計

１１．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

当期振替額

交付年度 期首残高
交付金当
期交付額 運営費交

付金収益
資本剰余金

①期間進行基準を採用した業務：上記業務達成基準を採用した業務以外の全ての業務
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：3,100,121,750円
       (人件費：2,543,531,870円、通常分：506,164,842円、旅費：35,396,617円、
　　　　その他の経費：15,028,421円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：1,921,175円
       (建物：500,000円、工具器具備品：1,421,175円)
③運営費交付金の振替額の積算根拠
   年度計画に記された計画について、予定どおりに執行したので、当該業務に充てられる
運営費交付金の計画額の全額を収益化（但し、たな卸資産、前払費用、預託金を除く。）

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

内訳

合計

計

運営費交付金収益

会計基準第８０第３項による振替額

業務達成基準
による振替額

運営費交付金収益
①業務達成基準を採用した業務：退職手当、プロジェクト、各所修繕、基地従業員関係費
(心の健康対策費、各種相談事務費、特別援護金を除く。）
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：766,973,856円
     (制服費：299,527,460円、ほう賞費：171,426,605円、機構情報システム：
　　　113,412,638円、その他の経費：182,607,153円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：111,538,223円
     (ｿﾌﾄｳｴｱ：37,295,713円、建物：65,691,177円、工具器具備品：8,551,333円)
③運営費交付金の振替額の積算根拠
   年度計画に記された計画について、予定どおりに執行したので、当該業務に充てられる
運営費交付金の計画額の全額を収益化（但し、たな卸資産、前払費用を除く。）

資産見返運営費交付金

資本剰余金

- －（会計基準第８０第３項による振替額は無い）

－（費用進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金

資本剰余金

費用進行基準
による振替額

区分 内訳

業務達成基準
による振替額

運営費交付金収益

①業務達成基準を採用した業務：福利厚生関係費の制服費等
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：6,945,728円
     (福利厚生関係費：1,895,015円、その他の経費：5,050,713円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：0円
③運営費交付金の振替額の積算根拠
    損益計算書に計上した額に同じ

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

資本剰余金

計

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益

①期間進行基準を採用した業務：労災上乗せ補償保険業務等
②当該業務に係る損益等
  ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：20,217,268円
       (福利厚生関係費：17,308,018円、その他の経費：2,909,250円）
  ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0円
  ｳ) 固定資産の取得額：0円
③運営費交付金の振替額の積算根拠
    損益計算書に計上した額に同じ

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

（単位：円）

会計基準第８０第３項による振替額 - －（会計基準第８０第３項による振替額は無い）

合計

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益

－（費用進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金



（３）運営費交付金債務残高の明細

業務等区分 金額

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 19,230

小計 19,230

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

計 19,230

労務管理業務等 2,412,589

給与支給業務等 7,141,990

福利厚生業務等 3,393,453

法人共通 -

小計 12,948,032

労務管理業務等 183,796

給与支給業務等 105,875

福利厚生業務等 16,338,125

法人共通 853,348

小計 17,481,144

労務管理業務等 -

給与支給業務等 -

福利厚生業務等 -

法人共通 -

小計 -

計 30,429,176

（該当なし）

残高の発生理由及び収益化等の計画

平成１８年度

業務達成基準
を採用した
業務に係る分

期間進行基準
を採用した
業務に係る分

費用進行基準
を採用した
業務に係る分

○期間進行基準を採用する業務については、運営費交付金債務として翌事業年度に繰越した
ものであり、翌事業年度以降に収益化する予定である。

運営費交付金債務残高
交付年度

平成１９年度

業務達成基準
を採用した
業務に係る分

○業務達成基準を採用する業務については、来年度以降の費用である前払費用及びたな卸資
産を、今年度において収益化ができないため運営費交付金債務として翌事業年度に繰越した
もの。
○翌事業年度において計画どおりの成果を達成できる見込みであり、翌事業年度で収益化す
る予定である。

期間進行基準
を採用した
業務に係る分

○期間進行基準を採用する業務については、上記業務達成基準と同様の理由により運営費交
付金債務として翌事業年度に繰越したものであり、翌事業年度で収益化する予定である。

費用進行基準
を採用した
業務に係る分

（該当なし）

（該当なし）

（単位：円）


